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中国四国間連系線（中国向）
運用容量の見直しによる再エネ
出力制御量の抑制について

2023年9月8日

電力広域的運営推進機関

第２回 運用容量検討会 資料1-2



2１．はじめに

出所：2023年8月3日第47回 系統ワーキンググループ資料2-2より

◼ 四国エリアにおいて、全国的な再エネ連系拡大等に伴い休日を中心に四国域外への送電量
が減少しており、再エネの出力制御量及び回数が急増している。

◼ 第47回系統ワーキンググループのなかで中国九州間連系線（中国向）は、電制電源の出
力を抑制し、再エネ出力制御量の抑制を図る対策について提案があった。

◼ 中国四国間連系線（中国向）についても、同様の対策により再エネ出力制御量の抑制を
見込めるため、本運用容量検討会で審議する。



3２．再エネ出力制御量抑制策による運用容量の見直し

再エネ出力制御量抑制策による運用容量算出方法（中国向）

＜考え方＞
➢ 中国四国間連系線2回線故障において、四国エリアの周波数上昇を抑制するための電制電源

が一定量必要であり、前々日に確定した運用容量を維持するように火力電制電源の調整を行
う場合がある。

➢ 一方、四国エリアの下げ代不足により、長周期広域周波数調整を申し入れ、その決定後に中
国四国間連系線に空容量がある場合、その後に当該連系線が最大限活用される蓋然性が低い
ことから、再エネを有効に活用できるよう火力電制電源出力を可能な範囲で抑制し運用容量
を見直す。
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（現行の優先給電ルール）

一般送配電事業者が調整力としてあらかじめ確保した発電機、オンラインで調整できる発電機
及び揚水式発電機の出力の抑制と揚水運転

一般送配電事業者からオンラインで調整できない発電機
及び揚水式発電機の出力の抑制と揚水運転

広域機関による長周期広域周波数調整（他エリアへの融通要請）

バイオマス専焼電源の出力の抑制

地域資源バイオマス電源の出力の抑制

自然変動電源（太陽光及び風力）の出力の抑制

広域機関による下げ代不足融通指示

長期固定電源の抑制

実
施
す
る
順
番

＜参考＞優先給電ルールにもとづく運用

◼ 一般送配電事業者は、電気の余剰が見込まれる場合は、余剰に対して需給バランスを確
保するため、調整力等の出力を下げるといった優先給電ルールに基づいた対応を行っている。

◼ この下げ代を確保するため、調整力としてあらかじめ確保した発電機の抑制や揚水の活用、
「長周期広域周波数調整」によって余剰分の解消を行うこととなる。



5３．運用容量変更スケジュールのイメージ
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◼ 前日スポット市場取引、長周期広域周波数調整の決定後に空容量があり、運用容量見
直しにより再エネ出力制御量の抑制が可能と判断した場合、本運用対策を実施する。



6４．前日スポット約定後の運用容量見直しの取扱いについて

◼ 送配電等業務指針 第195条では、前日スポット市場から実需給まで、電力設備の故障等
がない限り運用容量は変更していない。

◼ 一方、四国エリアの下げ代不足により、長周期広域周波数調整を申し入れ、その決定後に
中国四国間連系線（中国向）に空容量がある場合、再エネを有効活用できるよう運用容
量を見直す。

◼ 上記運用対策について、運用容量検討会資料「各連系線の運用容量算出方法・結果」に
記載するとともに、業務規程 第126条（運用容量の設定）第5項の規定に基づき、「表
本機関が公開する系統情報の項目及び公開時期」に定める公開時期までに運用容量を見
直し、公表する。

出所：広域機関業務規程第126条（運用容量の設定）より抜粋



7＜参考＞本機関が公開する系統情報の項目及び公開時期

◼ 「表 本機関が公開する系統情報の項目及び公開時期」に定める当日～翌日の運用容量
は、変更の都度更新することとなっている。

出所：「表 本機関が公開する系統情報の項目及び公開時期」より抜粋



8５．運用開始時期

◼ 下げ代不足が想定される今秋を目処に運用開始することとする。

◼ 運用開始時期：２０２３年９月１5日（金）予定


